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葛 飾 区 中高 層集 合住 宅 等 建 設 指 導 要 綱 の 一
部改 正 に つ い て

1 改 正理由

平成 22年 国勢調査(速報集計)によると、単身世帯が増加 してお り、全国の単

身世帯数は、約 1, 588万 世帯で最も多 くな り、一般世帯に占める害J合も3

害Jを超えている。

また、本区では大学進出により、多 くの学生が区内に住むことが見込まれる

など、単身世帯向けの賃貸住宅の需要増が見込まれる.

そのため、近隣 と調和のとれた集合住宅の建設 を誘導するため、薦節区中高

層集合住宅等建設指導要綱の一部を改正するもの。

2 改 正の概要

住戸数が 15戸 以 1二の集合住宅を建築する場合、現状では全住戸数の 50拓

以上の住戸の面積を 55ポ 以 上としているが、これを、全任戸数か ら 15戸 を

減 じた数の 50%以 上の住戸の面積を 55ポ 以上 とする 。

また、入居者のゴミ出しの問題に対応するため、ゴミ保管施設について、「資

源ゴミ|と 「粗大ゴミ」集横所を明確に位置付ける。

さらに、集合住宅の管理の徹底を図るため、管理人 と管理人室の設置、及び

連絡先の表示の義務を具体的に明記すると共に、管理人の定期的な巡回又は駐

在の規定を設ける。また、住戸数が 30戸 以上の集合住宅には常駐管理人室の

設置を定め、町会等の地域団体への加入の働 きかけを行 うことを規定する。

3 新 旧対照表

別紙 (案)の とお り

4 施 行予定期日

平成 23年 9月 1日

5 改 正内容の周知

中高層集合住宅等の建設を行 う事業者に対 して、住環境整備課窓口で中高層

集合住宅等建設指導要綱の改正内容について周知する文書を配布するとともに、

区ホームページにも掲載する。



新 旧対照表  (案 )

業者は、次の各号に定める住戸の床面積を 者は、次の各号に定める住戸の床雨(住戸の

積)
第 8 条

(速ド:持凝)
第 11条

(白毎:Ⅲ置場
及び岸 車場)
第 2 1 条

確保するものとする。ただ し、特に理由がある
と認められるときは、この限 りでないハ

(1)集 合住宅の住戸数が 15ナ f以 上29戸 以
下の場合
住戸数の 50パ ーセン ト以 との住戸 (端i数が

生 じた場合は、小数点以 下を切 り にげる。)の
床面積を55平 方メー トル以上

(2)集 合住宅の住戸数が 30戸 以上の場合
住戸数の 50パ ーセン ト以上の住戸 (端数が

生 じた場合は、小数,点以下を切 り上げる。)の
床面積 を55平 方メー トル以 Lと し、かつ住戸
数の 20パ ーセン ト以上の住戸 (端数が生 じた
場合は、小数″枚以 下を切 り Lげ る。)の 床面積
を 75平 方メー トル以 上1

(3)台 1各号の規定による床面積を有する付戸
以外の住ア‐i  25平 カメー トル以 上

2 事 業者は、11戸数が 30戸 以上のときは、
その平均床由i積が 65｀F方メー トル以上となる
ようにするものとする。
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2  (略 )

3 事 業者は、敷地内に次の算式によつて得た
台数 (小数点以下は、切上げとする。)の 自動
車を収容できる駐車場を設置するものとし、設
置にヽたっては、騒普及び排気ガスによる影響
の少ない場所を選定するように努めるものとす
る。ただし、特に理由があると認められるとき
は、この限 りでない。

確保するものとする。ただし、特に理由がある
と認められるときは、この限りでない。
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事業者は、住戸間のをの厚 さ及び床の厚 さを
上重 センチメー トル以上の遮吉構造 とするもの
とする。

事業者は、敷地内に住すli数の 2倍 Kヱ ンュ
ー

ニ笙厘上⊇上ど【 は住戸数)に本田当する台数以土
の白転卓 (原動機付 由転車を含む。)を 収容で
きる自転卓置場を設置するものとする。ただ
し、特に理由があると認めら煎夕るときは、 この
限 りでない。

2   (略 )

3 事 業者は、敷地内に次の算式によつて得た
台数 (小数点以下は、切 Lげ とする。)の 自動
車を収容できる駐車場を設置するものとし、設
置に当たつては、騒音及び排気ガス並びに並等
による影響の少ない場所を選定するように努め
ると)のとする。ただ し、特にllTl由があると認め
られるときは、この限 りでない。

用途地域 試 直 台 叡

内 某 糸 地 域 住戸数 の 1 5 パ ー セ ン ト以 L

産業 系地域 以外 任戸 数 の 3 0 パ ー セ ン ト以 上

用ぶ 地 域 設置台数
商 革 孫 榊 ■■y の 1 0 パ ー セ ン ト'

簡 業 系 lllJ域以 外 の 2 0 パ ー セ ン ト'
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新 旧対採表  (案 )

事業者は、所轄の清掃事務所 と協議 し、
保管施設を整備するものとする。

(資源 ゴミ保管Fin設)
事業者は、前条のゴミ保管施設のほかリサイ

クル可能な紙類、布類、缶類、びん類等の資源
ゴミを保管する施設を整備するものとし、整備
に当たっては、別途協議するものとする。

事業者は、フンルーム形式住戸数が 15戸 以
上の集合住宅に管理人生を設け管理人を置くも
のとし、管理人不在の場合に管理人への連絡先
を明記 した表示板を管理人室の前に設置するも
のとする。

事業者は、ワンルーム形式住戸数が 30戸
のときは、常駐管理人を置 くものとする。

２

以

事業者は、清掃事務所 と協議 し、その建築物

する。

準に適合するや、の たす るA

(粗大 ごみ集積所)
事業者は、前条の廃棄物保管場所のほか、組

大ごみ集積所を整備するものとし、整備に当
たっては、清掃事務所 と協議するものとする。

事業者は、ワンルーム形式住戸が 15戸 以 L
の集合住宅に管理人室を設け管理人を置く()の
とし、下記の事項を明記 した表示板を管理人室
2巨 埜量難義主生LOと する。

廻 生 艶 堕 左 麹 型 堕

3_主 ≧垂f重、第一項の任戸数が30ア奇以上2
と主週主主墾量筆≧Aを 邑く_t)のとす筆

4 事 業をは、豊築勉2出 入 日付近|三ェ施設

鉦 飽
設表示板を設量するものとする車

る者は、地域平ミュニティの重要性を深 く認識

ミ■ニティが堡たれるよう努めるものとし、入
居者に対 して、町会等の地域団体への加人を働
きかけること。

こお い て F、機械 警 備 等 、 整魚 i事絡 に対 応 で車 型 い

きる塗立」を整え登場企上連玉 この限りでない。



第 40条

新 1日対照表  (案 )

理規約) (管理規約)
第 40条 事業者は、入居者に対する連守事項
を徹底するため管理規約を定め、管理規約には
少なくとも次に掲げる事項を定めるものとす
る。
(1)ステ レオ、楽器、自動車、自動三輪草、カ
ラオケ等の騒音並びにタバ ヨの吸いがら及び牢
き行の投げ捨てなど、居住者及び近隣への迷惑
行為又は不快行為の禁止に関すること。

(2)開放廊下及びベランダにおける洗濯機等の
設置の禁止に関すること。

(3)発火及び爆発のおそれのある危険物又は不
潔及び悪臭のある物掃1の持込み禁止に関するこ
と.

(4)周辺道路への白転 宅の放置文は自動車及び
自動工輪車の連法駐車の禁止に関すること。

(5)ゴ ミ保管施設及びゴミ容器の清掃並びに収
集精走場所への指定 tJ以外の持出し禁 llに関す
ること。

(6)住民登録の居出に関す ること.

(7)近隣関係住民等との間で締結された脇定等
の連守と承継者への徹底に関すること。

(8)法 令又は管理規約竿に達反 した人居者に対
する指準措置
に関すること。

(9)集合住宅に設置された笑会生又は多日的
ホールの管理に半4たり、孝L幼児などの利用のた
めに、安企市i・衛生面に 1分配慮 した管理に関
すること。

0 条

(2)   (略 〉

(3)   (略 )

(4)    (1略 )

(5)墜室勉生管2五 及びゴミ容器の清掃並びに
収集指定場所への指定 日以外の持出し禁止に関
すること及び資源2公 丹J生の適正な処llu笠徹底
とこ陵口望埜こと。

(蜂)

(路)

(略)
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